
 

○他の地方公共団体、国の行政機関、民間における要配慮個人情報の取扱いについて 

地方自治体の個人情報保護条例の制定が国より先行したため、都道府県条例では、45 都道府県に

おいて要配慮個人情報の収集について何らかの制限を課しており、全国の市町村でも 95.6％（平成

28年 4月時点）が収集を制限している。 

民間や国の行政機関については、本年 5 月に改正個人情報保護法及び改正行政機関個人情報保護

法が施行され、新たに要配慮個人情報の定義が規定された。 

民間を対象とする個人情報保護法では、要配慮個人情報の収集に当たっては本人同意があれば収

集可能であり、本人同意がなくても以下の場合には収集が可能。また、国の行政機関を対象とする

行政機関個人情報保護法では、要配慮個人情報の定義はあるものの、収集制限の規定はない。 

なお、法律に規定される要配慮個人情報の範囲は、前ページの県個人情報保護条例の要配慮個人

情報の範囲のうち、「生活保護を受給したこと」「成年被後見人、被保佐人、被補助人」を除く。 

 個人情報保護法 行政機関個人情報

保護法 

個人情報保護条例 

（高知県） 

①本人同意あり ○ ○ × 

②本人同意なし × ○ × 

③以下の場合で本人の同意が得ら

れることが困難な場合 

○ ○ × 

・人の生命、身体又は財産の保護の

ために必要がある場合 

・公衆衛生の向上又は児童の健全な

育成の推進のために特に必要があ

る場合 

④以下の場合 
・国もしくは地方公共団体（その委

託を受けたものを含む）が法令の

定める事務を遂行することに対

して協力する必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることに

より当該事務の遂行に支障を生

じるおそれがある場合 

・報道や著述等により既に公開され

ている場合 

・本人を目視し、撮影することで外

形上明らかな要配慮個人情報を

取得する場合 

・委託、事業承継又は共同利用に伴

って個人情報データの提供を受

ける場合  

○ ○ × 

⑤法令に基づく場合 ○ ○ ○ 

 本人同意があれば
収集可能。 
原則本人同意のな
い収集を禁止。 
但し、③④⑤は収集
制限の例外として
本人同意なしで収
集可能 

個人情報の保有に
関する厳格な規律
（保有の制限、安全
確保の措置、目的外
利用の原則禁止等）
を設けていること
に鑑み、収集を制限
していない。 

本人の同意の有無
にかかわらず原則
として収集禁止。 
但し、 

○法令等に定めが
ある場合 

○個人情報保護制
度委員会の意見を
聴いた場合  等 

は収集可。 
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